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貸 借 対 照 表 
（2026年 3月 31日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資  産  の  部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 34,236 流 動 負 債 18,670 

現 金 ・ 預 金 1,137 工 事 未 払 金 7,153 

受 取 手 形 228 短 期 借 入 金 850 

完 成 工 事 未 収 入 金 16,855 リ ー ス 債 務 431 

契 約 資 産 5,479 未 払 金 495 

未 成 工 事 支 出 金 4,094 未 払 法 人 税 等 1,027 

仕 掛 不 動 産 1,636 未 払 消 費 税 等 960 

販 売 用 不 動 産 1,830  未 払 費 用 658 

材 料 貯 蔵 品 1,767 契 約 負 債 427 

未 収 入 金 640 預 り 金 150 

そ の 他 580 関 係 会 社 預 り 金 4,354 

貸 倒 引 当 金 △15 賞 与 引 当 金 2,121 

  役 員 賞 与 引 当 金 38 

固 定 資 産 32,726 そ の 他 1 

有 形 固 定 資 産 17,319   

建 物 ・ 構 築 物 6,407 固 定 負 債 4,532 

機 械 ・ 運 搬 具 1,974 リ ー ス 債 務 2,164 

工 具 器 具 ・ 備 品 651 繰 延 税 金 負 債 759 

土 地 8,266 退 職 給 付 引 当 金 891 

建 設 仮 勘 定 18 株 式 給 付 引 当 金 35 

無 形 固 定 資 産 247 修 繕 引 当 金 221 

ソ フ ト ウ ェ ア 189 そ の 他 460 

電 話 加 入 権 47 負 債 合 計 23,203 

そ の 他 9 （純 資 産 の 部）  

  株 主 資 本 38,558 

投資その他の資産 15,159 資 本 金 5,676 

投 資 有 価 証 券 9,617 資 本 剰 余 金 4,425 

関 係 会 社 株 式 4,984 資 本 準 備 金 4,425 

長 期 滞 留 債 権 108 利 益 剰 余 金 28,457 

Ｅ Ｓ Ｏ Ｐ 仮 払 金 149 利 益 準 備 金 1,419 

長 期 前 払 費 用 72 そ の 他 利 益 剰 余 金 27,038 

そ の 他 344 建物圧縮記帳積立金 148 

貸 倒 引 当 金 △117 土地圧縮積立金 163 

  別 途 積 立 金 12,428 

  繰越利益剰余金 14,298 

  評価・換算差額等 5,200 

  その他有価証券評価差額金 5,200 

  純 資 産 合 計 43,759 

資 産 合 計 66,962 負 債 純 資 産 合 計 66,962 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
自 2025年 4月  1日 

至 2026年 3月 31日 

（単位：百万円） 

科       目 金       額 

   

売 上 高  68,905 

   

売 上 原 価  60,538 

   

売 上 総 利 益  8,367 

   

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,514 

   

営 業 利 益  3,852 

   

営 業 外 収 益  1,141 

受 取 利 息 配 当 金 895  

そ の 他 246  

   

営 業 外 費 用  260 

支 払 利 息 60  

そ の 他 200  

   

経 常 利 益  4,733 

   

特 別 利 益  451 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 450  

そ の 他 0  

   

特 別 損 失  37 

固 定 資 産 処 分 損 35  

そ の 他 2  

   

税 引 前 当 期 純 利 益  5,146 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  1,407 

法 人 税 等 調 整 額  △49 

当 期 純 利 益  3,788 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記  

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式････････････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの･･････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）  

市場価格のない株式等････････････････移動平均法による原価法 

 

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 未成工事支出金･･･個別法による原価法 

② 仕掛不動産･･･････個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

③ 販売用不動産･････個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

④ 材料貯蔵品･･･････移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。ただし､自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。 

 

（3） リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     

３．引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（2） 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

（3） 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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（4） 工事損失引当金 

当事業年度末未成工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるた

め、その損失見込額を計上しております。 

 

（5） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による

定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 

（6） 修繕引当金 

賃貸不動産の定期的な修繕に要する将来の費用の支出に備えるため、当事業年度までの期間対

応額を計上しております。 

 

（7） 株式給付引当金 

株式交付規程に基づく従業員への親会社株式の交付に備えるため、当該株式給付債務の見込額

を計上しております。 

 

４．ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

当社は「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」を適用してお

ります。当社は主要な事業として電気通信設備構築の請負等を行っており、顧客との工事請負契約に

基づいて工事目的物を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務において収益を認識する通

常の時点は以下の通りであります。 

 

（1） 履行義務が一定期間にわたり充足されるもの 

決算期末に工事進行程度を見積り、適正な工事収益率によって工事収益の一部を当期の損益計

算に計上する。ただし、工期のごく短いもの又は金額的重要性が乏しいものは、履行義務が一時

点で充足されるものとして扱う。 

 

（2） 履行義務が一時点で充足されるもの 

① 目的物の引渡しを要する請負契約にあっては、その目的物の全部又は一部を完成して発注先に

引渡した日とする。なお、引渡した日とは発注者からの工事目的物受領の日、部分完成又は完

成（竣工）検査合格通知の日とする。 

② 目的物の引渡しを要しない請負契約にあっては、その約した役務提供を完了した日とする。 
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（3） 原価回収基準 

履行義務が一定期間にわたり充足される工事契約において、進捗度を合理的に見積ることがで

きない場合、発生した費用のうち顧客から回収できると見込まれる金額を収益として認識する。 

 

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1） グループ通算制度の適用 

コムシスホールディングス株式会社を通算親会社とするグループ通算制度を適用しておりま

す。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額                       12,578 百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権 683 百万円 

 長期金銭債権 1 百万円 

 短期金銭債務 7,207 百万円 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産   

 減価償却費  484 百万円 

 関係会社株式評価損  154 百万円 

 投資有価証券評価損  14 百万円 

 賞与引当金  668 百万円 

 退職給付引当金  370 百万円 

 減損損失  298 百万円 

 その他  354 百万円 

  繰延税金資産小計  2,344 百万円 

  評価性引当額  △580 百万円 

  繰延税金資産合計  1,764 百万円 

繰延税金負債   

 建物圧縮記帳積立金      △68 百万円 

 土地圧縮積立金      △75 百万円 

 その他有価証券評価差額金     △2,380 百万円 

  繰延税金負債合計    △2,523 百万円 

   繰延税金負債の純額     △759 百万円 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果

会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す

る取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月 12日。）に従っております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 
取引金額 科 目 期末残高 

親会社 

 

 

ｺﾑｼｽﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ㈱ 

 

被所有 

直接 100% 

 

経営管理の契約 

資金の借入 

資金の借入 

（注）１ 

利息の支払 

経営管理料

（注）２ 

     － 

 

37 

265 

 

関係会社預り金 

 

未払金 

 

4,354 

 

0 

 

（注）１．資金の借入による利率については、市場金利を勘案して決定しております。なお、この取引に係

る金額については、反復かつ継続的に行っているため記載を省略しております。 

２．基本契約書等に定める役務提供割合に応じて合理的に決定しております。 

 

1 株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額                7,333円 18 銭 

1株当たり当期純利益                634円  88 銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


